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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期  9,318  △18.1  358  －  272  －  201  －

24年３月期  11,384  △1.2  △107  －  △180  －  △765  －

（注）包括利益 25年３月期 256百万円 （ ％） －   24年３月期 △744百万円 （ ％） －

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

25年３月期  34.15  －  6.2  2.5  3.8

24年３月期  △127.45  －  △21.7  △1.6  △0.9

（参考）持分法投資損益 25年３月期 △5百万円   24年３月期 △6百万円 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年３月期  10,891  3,340  30.6  574.94

24年３月期  10,805  3,118  28.8  519.18

（参考）自己資本 25年３月期 3,340百万円   24年３月期 3,118百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

25年３月期  1,521  △358  △768  1,520

24年３月期  934  △2,366  1,297  1,108

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 －  0.00 － 0.00 0.00  － － －

25年３月期 －  0.00 － 10.00 10.00  58 29.2 1.8

26年３月期（予想） －  0.00 － 10.00 10.00   48.4  

３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  3,800  △19.6  100  △20.6  50  △49.7  30  △72.2  5.16

通期  8,100  △13.0  280  △21.9  200  △26.6  120  △40.4  20.65

ynatori
新規スタンプ



※  注記事項 

新規   社  （社名） 、除外   社  （社名）  

  
  
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

 
  
（３）発行済株式数（普通株式） 

  
  
（参考）個別業績の概要 

１．平成25年３月期の個別業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日） 

  

  
（２）個別財政状態 

  
 

  
  
※  監査手続の実施状況に関する表示 

  
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：  無   

－ － － －

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 有

④  修正再表示                          ： 無

詳細は、添付資料Ｐ16「４.連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計上の見積りの変更と区別す

ることが困難な会計方針の変更）をご覧ください。

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年３月期 6,050,000株 24年３月期 6,050,000株

②  期末自己株式数 25年３月期 239,684株 24年３月期 43,684株

③  期中平均株式数 25年３月期 5,899,455株 24年３月期 6,006,316株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期  9,240  △18.2  244  －  309  －  242  －

24年３月期  11,308  △0.4  △248  －  △222  －  △1,081  －

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

25年３月期  41.02  －

24年３月期  △179.99  －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年３月期  8,102  3,095  38.1  532.68

24年３月期  7,757  2,856  36.8  475.59

（参考）自己資本 25年３月期 3,095百万円   24年３月期 2,856百万円

２．平成26年３月期の個別業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  3,700  △21.1  40  △67.5  24  △81.7  4.13

通期  8,000  △13.4  190  △38.6  110  △54.5  18.93

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取

引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料Ｐ２～５の「１.経営成績・財政状態に関する分

析」をご参照ください。
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(1）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、海外経済の低迷、長期的な円高などの景気下振れリスクが存在し、国

内景気は先行き不透明な状況で推移しました。しかし、12月の政権交代による経済政策や日銀の金融緩和の期待によ

る株価回復・円安の進行により、経済環境に好転の兆しも見え始めております。 

当業界におきましては、まぐろ類の漁獲が一部海域において好転したものの、他海域では未だ回復基調にありま

せん。また、インド洋海賊問題も改善されず、同海域での集荷活動は引き続き大きく制限されております。さらに燃

料油価格の高止まり、下半期より転じた円安も加わり厳しい環境が続いております。 

このような状況のもと、当社グループは平成24年５月11日に決算短信にて公表いたしました「改善施策」を着実

に実行した結果、所期の目標利益を達成することが出来ました。 

売上高につきましては傭船契約の変更により減少したものの、損益は前年同期に比べて大きく改善いたしまし

た。 

  

当連結会計年度と前連結会計年度の連結業績比較は以下のとおりです。 

  

また、主なセグメントごとの業績は以下のとおりです。  

  

１．経営成績・財政状態に関する分析

 (百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度 

増減率(％) (自 平成23年４月１日 (自 平成24年４月１日 

至 平成24年３月31日) 至 平成25年３月31日) 

 売   上   高   11,384  9,318  △18.1  

 営  業  利  益   △107  358  -   

 経  常  利  益   △180  272  -   

 当 期 純 利 益   △765  201  -   

セグメント(百万円) 

前連結会計年度 当連結会計年度 

増減率(％) (自 平成23年４月１日 (自 平成24年４月１日 

至 平成24年３月31日) 至 平成25年３月31日) 

海 運 事 業 
売 上 高 4,479 3,363   △24.9   

セグメント利益 61 548  786.1  

貿 易 事 業 
売 上 高 2,933 2,678  △8.6  

セグメント利益 98 68  △30.3   

洋上給油事業 
売 上 高 3,581 2,857  △20.2   

セグメント利益 76 101  32.9   

船舶貸渡事業 
売 上 高 387 414  6.9   

セグメント利益 △88 △70  -   



当連結会計年度のセグメント別業績 

海運事業 

 海運事業につきましては、計画どおりにグループ所有超低温冷蔵船１隻を海外大手水産会社とタイアップし、安定

的な積荷確保を実現しました。売上高は４隻の傭船形態の変更により減少しておりますが、洋上転載業務の効率化、

燃費を重視した最適運航など「改善施策」の実行により、セグメント利益は前年同期に比べて大きく改善いたしまし

た。 
  

貿易事業  

 貿易事業につきましては、輸入冷凍餌販売において計画どおりの輸送手段確保ができず、一部の取引が次期に繰り

越すとともに、一部商品の評価損発生によりセグメント利益についても前年同期と比べて減少いたしました。 
  
洋上給油事業  

 洋上給油事業につきましては、販売数量が減少したため売上高は前年同期を下回りましたが効率配船の結果、セグ

メント利益は増益となりました。 
  
船舶貸渡事業 

 船舶貸渡事業につきましては、傭船料収入がUSドル建てであるため為替の影響を大きく受けておりますが、減価償

却費計上額が減少したことにより、セグメント損失額は減少いたしました。 

  

不動産事業 

 不動産事業につきましては、売上高５百万円(前年同期比０百万円 9.4%増)、セグメント利益２百万円(前年同期

比０百万円 35.1%増)を計上するとともに、当該賃貸物件売却により特別利益３百万円を計上いたしました。 

  

次期の見通しにつきましても、まぐろ漁業をとりまく環境は厳しさが続くものと予想しております。当社グルー

プは昨年策定した改善施策を継続推進するとともに付加価値の高いサービス提供、新規顧客の獲得、海外取引開拓を

推進してまいります。また、グループ内での船隊再整備計画、外貨建て収入増強による為替変動リスクヘッジなどを

実現化し、安定利益の確保を目指してまいります。 

なお、次期業績見通しの主な前提といたしましては、通期の為替レートを１USドル95円、燃料油価格(C重油)を１

MT800USドルと設定しております。 

  



(2）財政状態に関する分析 

 ① 資産、負債及び純資産の状況   

 当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末に比べ８千６百万円増加し、108億９千１百万円になりました。こ

のうち流動資産は前連結会計年度末に比べ２億８千万円減少し、54億８千１百万円となりました。これは、現金及び

預金４億５千１百万円、立替金１億７千４百万円及びその他１億６千８百万円などが増加したものの、短期貸付金５

億１千４百万円、受取手形・海運業未収金及び売掛金４億３千３百万円、商品及び製品１億５千７百万円の減少など

があったことによるものです。固定資産は、前連結会計年度末に比べ３億６千６百万円増加し、54億１千万円となり

ました。これは有形固定資産の船舶が、中古の超低温冷蔵船取得５億８千万円による増加、船舶減価償却費４億３千

４百万円などを計上したため１億６千７百万円、及び投資その他資産の長期貸付金が２億３千４百万円増加したため

などによるものです。 

  負債は、前連結会計年度末に比べ１億３千６百万円減少し、75億５千万円となりました。このうち、流動負債は、

前連結会計年度末に比べ１億３千７百万円増加し、32億４千８百万円となりました。これは短期借入金４億４千８百

万円の減少などがあったものの、海運業未払金及び買掛金３億５千４百万円及びその他１億３千６百万円の増加など

によるものです。固定負債は、前連結会計年度末に比べ２億７千３百万円減少し、43億２百万円となりました。これ

は、長期借入金２億４千３百万円の減少などによるものです。  

  純資産は、前連結会計年度末に比べ２億２千２百万円増加し、33億４千万円となりました。これは利益剰余金２億

１百万円の増加などがあったことによるものです。 

  この結果自己資本比率は、前連結会計年度末より1.8％上昇し30.6％となりました。 

 ② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ４億１千１百万円 

増加し、15億２千万円になりました。 

 その内訳としましては、営業活動による資金は、その他流動資産の増加３億８百万円などがあったものの、税金等

調整前当期純利益２億７千６百万円、減価償却費４億５千４百万円、売上債権の減少４億３千３百万円、仕入債務の

増加３億３千８百万円などにより、15億２千１百万円の収入となりました。 

 投資活動による資金は、貸付金の回収による収入13億９千８百万円があったものの、貸付けによる支出11億１千５

百万円、有形固定資産取得による支出５億９千４百万円などにより、３億５千８百万円の支出となりました。 

 財務活動による資金は、長期借入金による収入７億５千万円があったものの、長期借入金の返済による支出９億４

千２百万円、社債の償還による支出１億４千万円、短期借入金の純減少額５億円などにより、７億６千８百万円の支

出となりました。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー／利払い  

  （注1）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  （注2）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

  （注3）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  （注4）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。   

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要政策のひとつとして考えております。 

 財政基盤の強化及び今後の事業展開に備えて内部留保をおこなうとともに、安定的な利益配当を考慮しつつも基本

的には業績に連動した利益配当を実施することを基本方針としております。 

 当期につきましては、当初計画どおり期末配当10円を予定しております。 

 次期につきましては、連結経常利益２億円を確保のうえ、当期と同額の期末配当10円を目標といたします。  

  指    標 21年３月期 22年３月期 23年３月期 24年３月期 25年３月期 

① 自己資本比率        29.4％ 37.1％ 37.6％  28.8％  30.6％ 

② 時価ベースの自己資本比率  11.8％ 18.0％ 15.3％  9.1％  15.5％ 

③ キャッシュ・フロー対有利子負債比率 8.7年 2.7年 4.9年   6.5年 3.5年 

④ インタレスト・カバレッジ・レシオ  5.9倍 13.1倍 8.5倍 8.5倍 14.3倍 



(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには以下のようなものがあ

ります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

す。  

 ① 事業内容について 

 当社グループは主に「まぐろ」を中心として事業展開しており、まぐろを取り巻く外的環境、具体的には漁獲海域

の制限、漁獲量、資源管理、魚価、流通、消費者価格、消費量、漁船主の経営などの変動により、業績に影響が及ぶ

可能性があります。 

 ② 燃料油価格、為替レート、金利の変動 

 A 燃料油価格 

 当社グループ所有超低温冷蔵船の燃料費に直接影響が生じると同時に、まぐろ漁船の燃料費にも影響し、漁船主の

経営状態の変動が間接的な影響を及ぼす可能性があります。 

 B 為替レート 

 当社グループの収入は傭船料収入を除き、運賃収入を含めてほぼ円建てであります。一方、燃料費、外国港費、外

国人乗組員給料などの費用の多くはUSドル建てであり、外貨建て収益に比べて費用のバランスが大きく、USドルレー

トの変動は業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 C 金利 

 有利子負債のうち金利が変動することによって業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ③ 法的規制等 

 A まぐろ関連 

 「マグロ類の資源保存及び最適利用の確保、持続的漁獲の維持」などを目的として、海域ごとにICCAT（大西洋ま

ぐろ類保存国際委員会）、IOTC（インド洋まぐろ類委員会）、IATTC（全米熱帯まぐろ類委員会）等の国際漁業管理

機関が設立され資源管理がおこなわれております。また、日本の水産庁もこの国際的な潮流に従い日本への運搬、

輸入等に監視管理・指導をおこなっております。今後も規制はさらに強化される可能性もあり、短期的には事業及

び業績に影響を及ぼすリスクがあります。 

 B 海運関連 

 設備の安全性や船舶の安全運航のために、国際機関及び各国政府の法令、船級協会の規則等、様々な公的規制を受

けております。特に安全確保、環境保全において法規制の強化が図られ、これらの法規制を遵守するために、コスト

増加の可能性があります。法規制に対応できない場合は、活動が制限され、事業及び業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 C 貿易関連 

 水産加工食品販売におきましては、衛生面での安全性や環境対策において法規制の強化が図られており充分な注意

を払っておりますが、活動が制限され事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 ④ 国際的活動に潜在するリスク 

 取引先は、日本はもとより、東南アジアを中心に多岐にわたっており、次のようなリスクが考えられます。 

 A 予期しない法律または規制の変更 

 B 不利な政治または経済要因 

 C 人材の採用と確保の難しさ 

 D 地政学的リスク 

 E 投融資リスク 

 ⑤ その他のリスク 

A 海賊行為 

インド洋での海賊行為が頻繁に発生し、船舶の運航ならびにまぐろ漁業が制限されており、事業及び業績に大きな

影響を及ぼしております。 

 B 事業継続 

 当社グループの本社機能は東京都港区にあり、このほかに営業所などの拠点を有しておりません。大規模災害など

により本社機能が喪失した場合、事業継続計画により台湾子会社をセンターとする仕組みを構築しておりますが、当

社グループの活動が大きく限定される可能性があります。 

  



   

 
  

２．企業集団の状況



 (1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは冷凍まぐろ運搬事業をわが国で最初に事業化し、日本の食文化に貢献することを経営理念とし

ております。業界のリーダーとしての自負を持ち、社会的使命を自覚し、取引先よりいただいた信頼と貴重な経

験をもとに、経営資源の選択と集中を図り営業力の強化および自由な発想が生まれる活発な職場環境を重視し、

成長を維持できる会社を目指します。 

  

 (2）目標とする経営指標 

当社グループは企業価値の増大を目指し、現時点においては安定した利益の継続的確保を最重要経営指標とし

ております。 

  

 （3）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは冷凍水産物運搬およびまぐろ漁業に関する事業領域にて収益確保を第一として発展を目指し、

企業価値の増大に努めるために、中期的な重点施策を定め具体的に取り組みます。 

具体的内容につきましては、「平成24年３月期 決算短信」 

(http://ir.toeireefer.co.jp/pdf/toeireefer20120511.pdf) にて開示しております。 

   

 （4）会社の対処すべき課題 

 当社グループを取り巻く環境が依然厳しいなか、新たな分野にも積極的に挑戦し、継続的な企業価値の向上を

図り、各事業分野において高収益が確保できる収益構造を構築する必要があります。また、財務体質の強化を図

り、企業の社会的責任を果たすことが重要な課題と考えております。そのために、当社グループは次の施策を推

進してまいります。  

① 安定的収益の確保 

② 財務体質の強化  

③ 企業の社会的責任への取り組み 

 具体的内容につきましては、「平成24年３月期 決算短信」  

 (http://ir.toeireefer.co.jp/pdf/toeireefer20120511.pdf) にて開示しております。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

海運業収益 4,867,079 3,778,610

海運業費用 4,706,752 3,074,027

海運業利益 160,327 704,582

貿易業収益 2,933,801 2,678,811

貿易業費用 2,676,972 2,478,076

貿易業利益 256,828 200,735

洋上給油事業収益 3,581,557 2,857,735

洋上給油事業費用 3,494,016 2,742,406

洋上給油事業利益 87,541 115,329

その他事業収益 1,681 2,997

その他事業費用 597 464

その他事業利益 1,083 2,532

売上総利益 505,781 1,023,180

販売費及び一般管理費 613,468 664,584

営業利益又は営業損失（△） △107,686 358,596

営業外収益   

受取利息 38,102 45,459

受取配当金 3,952 3,154

デリバティブ評価益 － 26,781

貸倒引当金戻入額 2,247 －

為替差益 2,343 22,692

その他営業外収益 7,520 14,171

営業外収益合計 54,165 112,258

営業外費用   

支払利息 109,253 106,258

持分法による投資損失 6,136 5,533

貸倒引当金繰入額 － 65,953

その他営業外費用 11,616 20,326

営業外費用合計 127,005 198,072

経常利益又は経常損失（△） △180,527 272,782

特別利益   

固定資産売却益 － 4,883

特別利益合計 － 4,883

特別損失   

減損損失 511,374 －

固定資産除却損 2,376 684

投資有価証券売却損 1,670 －

特別損失合計 515,421 684

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△695,948 276,982

法人税、住民税及び事業税 5,130 69,357

法人税等調整額 64,437 6,128

法人税等合計 69,568 75,486

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△765,516 201,495

当期純利益又は当期純損失（△） △765,516 201,495



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△765,516 201,495

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 6,866 1,152

繰延ヘッジ損益 6,207 51,386

為替換算調整勘定 △116 2,384

持分法適用会社に対する持分相当額 7,853 104

その他の包括利益合計 20,811 55,027

包括利益 △744,704 256,523

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △744,704 256,523

少数株主に係る包括利益 － －



（２）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 890,000 890,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 890,000 890,000

資本剰余金   

当期首残高 961,593 961,593

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 961,593 961,593

利益剰余金   

当期首残高 2,117,424 1,327,469

当期変動額   

剰余金の配当 △72,075 －

当期純利益又は当期純損失（△） △765,516 201,495

持分法の適用範囲の変動 47,637 －

当期変動額合計 △789,954 201,495

当期末残高 1,327,469 1,528,965

自己株式   

当期首残高 △14,851 △14,851

当期変動額   

自己株式の取得 － △34,300

当期変動額合計 － △34,300

当期末残高 △14,851 △49,151

株主資本合計   

当期首残高 3,954,165 3,164,211

当期変動額   

剰余金の配当 △72,075 －

当期純利益又は当期純損失（△） △765,516 201,495

自己株式の取得 － △34,300

持分法の適用範囲の変動 47,637 －

当期変動額合計 △789,954 167,195

当期末残高 3,164,211 3,331,406



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 7,876 14,743

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,866 1,152

当期変動額合計 6,866 1,152

当期末残高 14,743 15,895

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △79,399 △73,191

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,207 51,386

当期変動額合計 6,207 51,386

当期末残高 △73,191 △21,805

為替換算調整勘定   

当期首残高 52,501 12,600

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △39,901 2,488

当期変動額合計 △39,901 2,488

当期末残高 12,600 15,089

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △19,021 △45,847

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △26,826 55,027

当期変動額合計 △26,826 55,027

当期末残高 △45,847 9,179

純資産合計   

当期首残高 3,935,143 3,118,363

当期変動額   

剰余金の配当 △72,075 －

当期純利益又は当期純損失（△） △765,516 201,495

自己株式の取得 － △34,300

持分法の適用範囲の変動 47,637 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △26,826 55,027

当期変動額合計 △816,780 222,223

当期末残高 3,118,363 3,340,586



（３）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,220,884 1,672,115

受取手形・海運業未収金及び売掛金 2,017,469 1,584,449

有価証券 10,013 －

商品及び製品 376,075 218,257

原材料及び貯蔵品 274,838 255,273

立替金 382,485 556,521

短期貸付金 1,280,861 766,626

繰延税金資産 34,260 13,195

その他 282,701 451,173

貸倒引当金 △117,735 △36,362

流動資産合計 5,761,856 5,481,249

固定資産   

有形固定資産   

船舶 9,540,238 10,142,117

減価償却累計額 △5,530,413 △5,964,658

船舶（純額） 4,009,825 4,177,459

建物及び構築物 396,625 383,443

減価償却累計額 △239,274 △230,944

建物及び構築物（純額） 157,351 152,498

その他 83,647 77,634

減価償却累計額 △63,516 △64,609

その他（純額） 20,130 13,024

土地 304,313 284,163

有形固定資産合計 4,491,620 4,627,146

無形固定資産 2,988 41,307

投資その他の資産   

投資有価証券 113,459 118,881

長期貸付金 231,339 466,061

繰延税金資産 65,623 66,302

その他 139,302 152,826

貸倒引当金 △925 △62,436

投資その他の資産合計 548,799 741,635

固定資産合計 5,043,407 5,410,088

資産合計 10,805,263 10,891,338



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

海運業未払金及び買掛金 779,799 1,133,977

1年内償還予定の社債 140,000 100,000

短期借入金 1,779,700 1,330,720

前受収益 34,529 39,105

未払法人税等 3,364 70,832

賞与引当金 11,000 39,037

役員賞与引当金 － 35,000

その他 362,716 499,567

流動負債合計 3,111,110 3,248,239

固定負債   

社債 190,000 190,000

長期借入金 3,996,650 3,752,950

退職給付引当金 183,958 178,218

役員退職慰労引当金 148,948 －

特別修繕引当金 12,828 87,371

その他 43,405 93,973

固定負債合計 4,575,790 4,302,513

負債合計 7,686,900 7,550,752

純資産の部   

株主資本   

資本金 890,000 890,000

資本剰余金 961,593 961,593

利益剰余金 1,327,469 1,528,965

自己株式 △14,851 △49,151

株主資本合計 3,164,211 3,331,406

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 14,743 15,895

繰延ヘッジ損益 △73,191 △21,805

為替換算調整勘定 12,600 15,089

その他の包括利益累計額合計 △45,847 9,179

純資産合計 3,118,363 3,340,586

負債純資産合計 10,805,263 10,891,338



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△695,948 276,982

減価償却費 496,347 454,677

持分法による投資損益（△は益） 6,136 5,533

減損損失 511,374 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 88,328 △19,861

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,700 28,037

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 35,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,277 △5,740

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,342 △148,948

特別修繕引当金の増減額（△は減少） 12,828 74,543

受取利息及び受取配当金 △42,054 △48,613

支払利息 109,253 106,258

デリバティブ評価損益（△は益） － △26,781

為替差損益（△は益） 38,952 △23,697

売上債権の増減額（△は増加） 279,563 433,020

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,186 177,382

仕入債務の増減額（△は減少） △188,926 338,478

その他の流動資産の増減額（△は増加） 388,657 △308,383

その他の流動負債の増減額（△は減少） 60,337 177,870

その他 △37,625 60,217

小計 1,045,329 1,585,975

利息及び配当金の受取額 42,627 49,784

利息の支払額 △109,085 △107,401

法人税等の支払額 △44,138 △6,505

営業活動によるキャッシュ・フロー 934,732 1,521,853

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △30,000

有形固定資産の取得による支出 △1,731,228 △594,610

有形固定資産の売却による収入 － 25,033

無形固定資産の取得による支出 － △38,926

貸付けによる支出 △1,748,886 △1,115,000

貸付金の回収による収入 1,102,697 1,398,970

その他 10,805 △3,630

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,366,611 △358,162



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 355,000 △500,000

長期借入れによる収入 1,950,000 750,000

長期借入金の返済による支出 △832,650 △942,680

社債の発行による収入 97,740 98,590

社債の償還による支出 △200,000 △140,000

自己株式の取得による支出 － △34,300

配当金の支払額 △72,929 △279

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,297,160 △768,668

現金及び現金同等物に係る換算差額 △23,545 16,194

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △158,263 411,216

現金及び現金同等物の期首残高 1,267,172 1,108,908

現金及び現金同等物の期末残高 1,108,908 1,520,125



該当事項はありません。  

  当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

  これによる連結財務諸表に与える影響は軽微であります。   

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「立替金」は、資産の総額の100分の５を超え

たため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年

度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた 千円

は、「立替金」 千円、「その他」 千円として組み替えております。 

   平成24年６月28日開催の第53回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給を決議し、個

人別の支給額について確定したため、役員退職慰労引当金を全額取崩し、将来の打ち切り支給額（当連結会計年度末

残高93,973千円）について、固定負債の「その他」として計上しております。  

（5）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（表示方法の変更）

665,187

382,485 282,701

（追加情報）



      １．報告セグメントの概要   

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

 当社グループは本社に事業・サービス別の部門を置き、各部門は、事業の内容について国内及び海外の包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループは、業務部門を基礎として業務・サービス別のセグメントから構成されており、

「海運事業」、「貿易事業」、「洋上給油事業」、「船舶貸渡事業」及び「不動産事業」の５つを報告セグメン

トとしております。 

 「海運事業」は、超低温冷蔵船の運航及び傭船業務、蓄養まぐろ加工運搬業務をしており、「貿易事業」は、

輸出入貿易業務、冷凍まぐろ輸入代行業務、冷凍まぐろ販売業務をしており、「洋上給油事業」は、漁船向け燃

油給油業務をしており、「船舶貸渡事業」は船舶貸渡業務、「不動産事業」は、不動産賃貸業務をしておりま

す。  

      ２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。  

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価額に基づいております。 

   ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

（注）１. セグメント利益又は損失（△）の調整額257,051千円には、セグメント間取引消去16,200千円、各

報告セグメントに配分していない全社費用273,251千円が含まれております。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

      ２. セグメント資産の調整額578,062千円は、全社資産の金額であります。なお、全社資産の主なもの 

          は、提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、投資有価証券等であります。  

      ３. 減価償却費の調整額3,399千円は、特定のセグメントに帰属しない全社資産の減価償却費でありま 

          す。 

      ４. 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額278千円は、特定のセグメントに帰属しない 

          全社資産の増加額であります。  

     ５. セグメント損失は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。 

  

（セグメント情報等）

セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注１） 
 (注２） 

連結 
財務諸表 
計上額 

  
海運事業 貿易事業 

洋上給油 
事業 

船舶貸渡 
事業  

不動産事業 計 

売上高             

外部顧客への売上高  4,479,191  2,933,801  3,581,557 387,887  1,681  11,384,120  －  11,384,120

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  －  － － 3,360  3,360  (3,360)  －

計  4,479,191  2,933,801  3,581,557 387,887  5,041  11,387,480  (3,360)  11,384,120

セグメント利益     

又は損失（△） 
 61,852  98,240  76,143  △88,487 1,615  149,365 (257,051)  △107,686

セグメント資産  4,168,403  2,967,811  884,914  2,183,117  22,953  10,227,200  578,062  10,805,263

その他の項目 

  

 減価償却費  

 

 

 207,126  3,956  2,573  279,234  58

 

 

 492,948

 

 

 3,399  496,347

 減損損失   －  －  －  511,374  －  511,374  －  511,374

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
 1,705,188  264  24,144  96  4  1,729,698  278  1,729,977



当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

（注）１. セグメント利益又は損失（△）の調整額291,210千円には、セグメント間取引消去15,000千円、各

報告セグメントに配分していない全社費用306,210千円が含まれております。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

      ２. セグメント資産の調整額577,634千円は、全社資産の金額であります。なお、全社資産の主なもの 

          は、提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、投資有価証券等であります。  

      ３. 減価償却費の調整額2,811千円は、特定のセグメントに帰属しない全社資産の減価償却費でありま 

          す。 

      ４. 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額10,247千円は、特定のセグメントに帰属しない 

          全社資産の増加額であります。  

     ５. セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注１） 
 (注２） 

連結 
財務諸表 
計上額 

  
海運事業 貿易事業 

洋上給油 
事業 

船舶貸渡 
事業  

不動産事業 計 

売上高             

外部顧客への売上高  3,363,844  2,678,811  2,857,735 414,765  2,997  9,318,155  －  9,318,155

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  －  － － 2,520  2,520  (2,520)  －

計  3,363,844  2,678,811  2,857,735 414,765  5,517  9,320,675  (2,520)  9,318,155

セグメント利益     

又は損失（△） 
 548,085  68,465  101,214  △70,142 2,184  649,806 (291,210)  358,596

セグメント資産  4,432,984  2,580,086  1,252,253  2,044,986  3,393  10,313,704  577,634  10,891,338

その他の項目 

  

 減価償却費  

 

 

 221,459  3,499  2,453  224,394  58

 

 

 451,866

 

 

 2,811  454,677

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
 614,768  12,410  7,447  4,269  213  639,109  10,247  649,357



(注)１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期

純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額(△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

     該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  

前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 円 519.18 円 574.94

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△） 円 △127.45 円 34.15

  

前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日) 

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）（千円）  △765,516  201,495

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（千円） 
 △765,516  201,495

期中平均株式数（株）  6,006,316  5,899,455

（重要な後発事象）
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